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オンライン上での発表・講演・会議・共同研究に関する打合せ等（以下、発表等）へ参加する場合

事前確認シートの提出不要
事前確認シートの提出をお願いします。
以下、添付書類の提出をお願いします。
・会議等の概要
・主催者情報
・発表⽤資料、配布⽤資料

発表者として参加
（情報提供が伴う）

聴講者として参加
（情報提供が伴わない）

※「居住者」「⾮居住者」の区分は、財務省の「外国為替法令の解釈及び運⽤について」を参照。

オンライン上での発表・講演・会議・共同研究に関する打合せ等へ参加する場合の
事前確認シート提出の要否確認は、次のような⼿順になります。

1. 主催が外国機関である。
2. 責任者（Chairperson等）が外国⼈（⾮居住者）である。
3. 聴講者に外国⼈（⾮居住者）が含まれることを学会等情報から知っている。

発表等が以下のいずれかに該当しますか︖

※共同研究に関する打合せについては、【共同研究・受託研究・寄附⾦・助成⾦等受⼊⽤】事前確認シートを事前にご提出頂いているものに
限り、それに伴い発⽣する打合せについての【貨物の輸出・技術の提供⽤】事前確認シートの提出は省略できます。
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から                                  提出年月日：令和 〇 年 〇 月 〇 日 

事前確認シート〔貨物輸出・技術提供用〕 

書類の提出先：部局責任者 

 

１．貨物の輸出及び技術の提供者 

提供者職名・氏名 〇〇 〇〇 

所属 〇〇部〇〇〇〇 

電話（内線）  ***－***－*** E-mail ****＠****.** 

 

２．提供する貨物・技術の内容  

１）提供区分 ☐貨物         ☐技術 

２）貨物の輸出及び技術の提供の予定日 令和 〇 年 〇 月 〇 日  ・・・開催日や参加日 

３）貨物の輸出（又は技術の提供）の相手先 

国名 △△△   

機関名 〇〇大学 

氏名 □□□□ 

連絡先 
電話 ***－***－*** FAX   

E-mail ****＠****.** 

４）貨物の輸出あるいは技術の内容の概要（400 字程度）。 
（注）貨物・技術の提供で契約書等の書類がある場合には添付してください。 

○技術の場合 

技術名 「〇〇の研究」 ・・・提供する技術や情報名（発表する資料のタイトルや技術の名称など） 

技術の概要と用途 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

 

 

 

 

 

 

○貨物の場合 

貨物の名称 
 

 

貨物の用途 

 

 

 

 

 

 

５） ４)に記載した技術／貨物は明らかにリスト規制対象でない (※) ☐はい   ☐いいえ   ☐不明 

※リスト規制対象は、経済産業省 HP の「貨物・技術のマトリクス表」

(http://www.meti.go.jp/policy/anpo/matrix_intro.html)を参照してください。 

 

発表･講演･会議･共同研究に関する打合せ等を

行う教員の情報を記入してください。 

相手先または主催者の情報等を記入してください。 
※国内で開催の国際学会や国際会議の場合は 

 国名：国際学会（オンライン）、国際会議（オンライン） 

機関名：会議の名称     と記載してください。 

発表･講演･会議･共同研究に関する打合せ等の内容が詳しく分

かるように記入してください。また、参考資料（概要･発表内

容、計画内容がわかるもの）を添付してください。 
（注）添付資料がなく、内容等に不明確な部分がありましたら、再度ご連

絡させていただくことがあります。 

当てはまる項目に✓を入れ

てください。 

オンライン上での発表･講演･会議･共同研究に関する打合せ等へ

参加する場合の事前確認シート〔貨物輸出･技術提供用〕の記入例 
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３．確認項目                           ※該当する項目の□にチェックを入れてください 

１ 相手先はグループAですか？ 

グループAとは、自主管理ができる国で、アルゼンチン・オーストラリア・オーストリア・ベルギー・ブルガリア・カナ

ダ・チェコ・デンマーク・フィンランド・フランス・ドイツ・ギリシャ・ハンガリー・アイルランド・イタリア・ルクセ

ンブルク・オランダ・ニュージーランド・ノルウェー・ポーランド・ポルトガル・スペイン・スウェーデン・スイス・英

国・アメリカ合衆国の２６カ国が認められている。 

 

☐ はい ☐ いいえ 

２ 相手先は、懸念国、または国連武器禁輸国・地域ですか？ 

懸念国とは、イラン・イラク・北朝鮮をいい、国連武器禁輸国・地域とは、アフガニスタン・中央アフリカ・コンゴ民主

共和国・イラク・レバノン・リビア・北朝鮮・ソマリア・南スーダン・スーダンをいう。 

 

☐ いいえ ☐ はい 

３ 相手先は、外国ユーザーリストに掲載されている大学・企業・機関ですか？ 

〇相手先が大学の場合 

外国ユーザーリスト掲載大学は下記URLよりご確認ください。 

https://www.tokushima-u.ac.jp/ccr/file/safety/gaikoku-userlist.pdf 

〇相手先が企業・機関の場合 

外国ユーザーリスト掲載企業・機関は下記URLよりご確認ください。 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/20220310-2.pdf 
※イスラエル・イラン・インド・北朝鮮・シリア・台湾・中国・パキスタン・アフガニスタン・アラブ首長国連邦・香港・

エジプト・レバノン・イエメン・ロシアの15か国の機関名リストが上記URLより参照できます。 

☐ いいえ ☐ はい 

４ 相手先は、以下のいずれかに該当しますか？ 

① 研究分野や内容を変更したり、頻繁に所属を変更（転職を繰り返す等）する等、相手先の貨物輸出

又は技術提供を受ける者に不審な点がある。 

② 相手先の貨物輸出又は技術提供を受ける者が、将来、軍事関連部門や軍需企業に就職することを入

手した文書等によって知っている。 

③ 輸出貨物又は提供技術が、兵器等の開発に用いられる、または用いられる疑いがある。または、相

手先が兵器等の開発、製造、貯蔵を行っていることが、得られた情報から明らかである。 

④ 入手した情報等によって、輸出貨物又は提供技術が、核融合に関する研究、核燃料物質や原子炉等

の開発・製造・使用等に用いられる、または用いられる疑いがあることを知っている。 

⑤ 入手した情報等によって、輸出貨物又は提供技術が、外国の軍若しくは警察又はこれらの者から委

託を受けた者により、化学物質・微生物・毒素の開発等、ロケット若しくは無人航空機の開発等、

宇宙に関する研究に用いる、または用いられる疑いがあることを知っている。 

   

☐ いいえ 

 

☐ はい 

該当又は懸念が

ある番号： 

（     ） 

（注）網掛にチェックが入った場合は、計画段階で部局責任者と相談してください。 
 

部局等確認欄 

（事前確認 No.                 ） 

研究支援・産官学連携センター確認欄 

（事前確認 No.                  ） 

部局責任者 部局等担当者 

年  月  日

    

 

㊞

年  月  日

 

 

㊞

 

上記，事前確認の内容を確認する。 

（※該当する項目の□に必ずチェックを入れてください） 

 

☐ 取引可 

☐ 該非判定・取引審査の手続きを要する 

☐ 不明・疑義（（以下，【理由】欄に必ず記載すること。） 

 研究支援・産官学連携センター 知財法務部門に相談） 

【理由】 

 

 

 

 

上記，事前確認の内容を確認する。 

 

☐ 取引可 

☐ 該非判定・取引審査の手続を要する 

 

【理由】 

 

 

 

輸出管理 

統括責任者 
輸出管理責任者 輸出管理担当者 

年  月  日 

  

  

 ㊞ 

年  月  日 

㊞

 年  月  日 

㊞

（注）部局等事務担当者へ：契約書等関係書類を添付してください。 

当てはまる項目に✓を入れてください。 

※国際学会・会議の場合は、主催国や発表者の所属等の情

報から把握できる範囲で、記載してください。 
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